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研究要旨 
目的：現在、本研究班では周産期関係者や消防関係者とともに次の災害で有効に機能すると思わ
れるツールとして①母子救護マニュアル、アクション・カード、チェックリスト②平時からの連
携（教育分野、町会、医療機関、行政内関係部署など）と訓練③妊産婦向け自助力向上パンフレ
ット等の啓もうツールの開発を進めており，次世代を守るための実践的なシステム作りを行って
きたので報告する。 
研究方法：チェックリスト、アクション・カード、名簿、母子避難所ゲーム等災害時に必要とな
る様々なツールを開発し、いくつかの自治体で災害時母子救護研修で使用した。また、助産師会、
地元ボランティア団体、周産期医療関係者とともに研修を行った際にそれらのツールを使い、研
修内容やツールに改善を加えた。研究結果・考察：1) 災害時に母子を扱う制度設計がなされてい
ない自治体においては、本研究班で開発したツールや研修プログラムが大変有効であった。2) 周
産期医療受持者においては、災害について学ぶ機会がなく、本当は役に立ちたいのに知識も技術
もルートもないというのが正直なところである。本研究班では本年度２回の研修を行い、100 名
の周産期医療従事者及び救急医師、助産師、救急救命士が災害について学ぶ場を設け、それぞれ
の地域や職場での防災活動につなげる契機を作った。3) 災害時妊産婦・母子救護を行うことを制
度化している地方自治体（世田谷区、北区）においては、行政、住民が一緒に災害時母子救護に
ついて学ぶ研修をサポートし、平時より関係者が次世代に関する連携を作り、人間関係を構築す
る一助となった。 

研究背景 
 現在、日本は世界一の少子高齢化国となり妊
婦や乳幼児がマイノリティとなった。今後ます
ます出産数が少なくなる中で大規模災害が起
こった場合、災害医療従事者や行政，消防関係
者が母子を探し守るシステムを持っていれば、
次世代の命を救い、大きな社会的損失を防ぐこ
とが出来る。被災地の母子を救護することは地
域の人的リソース活用、エンパワメントおよび
復興へ与える効果が高いということがわかっ
ており、今後は平時から母子の救護体制を作る
ことが、最優先に取り組むべき課題となる。こ
れまで周産期災害対応は医療・保健どちらの分
野からも手をつけられずにきたが，母子は自
助・共助の面を強化することでお互いに助け合
える存在であり、集めることで支援の手が届き
やすくなるというメリットがある。 

 
A． 目的：災害時に妊産婦や乳幼児が避難

しなければいけない時に備え、地域の避難

所が母子の安全をサポートするために必
要なツールを開発する。また、それらのツ
ールを実際に妊産婦救護所ゲームの中で
使用し、改善を加える。また、研修のコン
テンツを作り、どの地域でも同じ質の高さ
で研修を実施できるようパッケージ化す
る。 

 
Ｂ．調査方法： 
1. ワーキング・グループによるツール作成 
2. 研修では、参加者のアンケート、妊産婦救
護ゲームで使用した後の図面やカードの配置
等から、母子の避難のためにはどんな要素が必
要なのかを分析した。 
検討項目： 
① リスクをどのようにアセスメントしてい

るか 
②ハイリスク妊婦はどのような部屋分けをし、
どのタイミングで搬送依頼をしているか 
③ハイリスク妊婦を搬送する判断は誰が、何を
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もとにしているか 
④ハイリスク妊婦を搬送するために必要な情
報網、条件、連携先はどこか 
⑤ローリスク妊婦はどのような部屋分けをし、
どのような経過観察をしているか 
⑥上の子どもがいる妊産婦の場合、妊産婦救護
所への入所判断はどうしているか 
⑦妊産婦の家族はどのように部屋分けしてい
るか 
⑧決めておくべき役割、決めておくべきルール 
3. 有識者会議を行い、各省庁の有識者からの
インタビューをもとに、災害時に母子を守るた
めにはどのような体制整備が必要なのかを検
討した。 
4．統計法(平成 19 年法律第 52 号)に基づき厚
生労働大臣の承認を得て人口動態調査死亡票
を磁気媒体に転写した資料の提供を受けた。
「人口動態調査死亡票」とは、厚生労働省が人
口動態統計を作成するための人口動態調査票
原票の一つであり、死亡届に基づいて市区町村
長が作成し、都道府県を経由して厚生労働省に
送付されることになっているものである。 
 
C．研究結果： 
1．ワーキング・グループによる検討：実際に
一般避難所、または急性期救護所に常備してお
くためのツールが開発された。（図 1~10） 
 
2．研修におけるフィードバックの解析：一般
避難所内では特に、妊産婦は認知されにくく、
そのニーズを把握されにくい存在である。研修
においてグループごとに出された改善点、今後
の検討課題などを書きにまとめた。また、自治
体における研修では、アンケート解析を行い、
すぐ結果を送るようにした。 
 
3．有識者会議における今後検討すべき課題：
災害時の母子救護に関しては、多くのステーク
ホルダーとの連携が欠かせないが、平時から図
12 のようなシステム作りが必要であり、各市
町村に対して災害時母子救護のための連携、備
蓄、研修等の整備を働きかけるよう、厚労省、
内閣府、総務省等で調整を図る方法について討
議した。 
 
4．人口動態統計死亡票の解析によれば、平成
17 年（1995 年）の阪神淡路大震災（以下 1/17）
と平成 23 年（2011 年）の東日本大震災（以下
3/11）とでは、表 1 のような比較をすることが
出来る。1/17 では 6402 名の死亡、22 名の乳

児死亡があったが、同年の乳児死亡が 3022 名
であることから、年間乳児死亡の 0.7％を 1/17
で犠牲となった乳児が占めていた。3/11では、 
また、東日本大震災が起こった 2011 年は平時
において一日に亡くなる乳児はその 85%が病
院内で、一日に 6.8 名の乳児死亡であったのが、
東日本大震災当日は被災三県において一日で
70 名（平時の 10.4 倍）の乳児が死亡し、その
94.3％は病院・自宅以外の場所での死亡であっ
た（表 2）。 
 
Ｄ．考察 
1．ワーキング・グループによる検討において
開発された災害時母子救護ツールを、2．研修
におけるフィードバックを活かして改善し、よ
り有用性の高いものに改変したことで、地域の
実情に合わせたマニュアルや連携体制を作る
ための実践的な基盤を開発することが出来た。
また、3．有識者会議における検討によって、
国の仕組みづくりのどの部分に、この災害時母
子救護の機能を入れ込めばよいのか、制度設計
の段階からアプローチしたことが、今後の自治
体とのシステム構築に役立つと考えられる。 
 
Ｅ．結論 
 今回は災害時母子救護のための取り組みを
まとめた、日本で初めてのワーキング・グルー
プおよび有識者会議による課題抽出及び検討
の機会を作ることが出来た。災害時の母子救護
所、母子避難所に関し解決すべき課題が明らか
になり、今後の日本の災害時母子保健対応を成
功させるために重要な知見が得られたと思わ
れる。また、このワーキング・グループが研究
者同士の有益な情報交換の場となり、既存の母
子疫学研究にとって相乗効果が得られたこと
も特筆すべきことである。我が国において、今
後地域の実情に合わせた災害時周産期医療・母
子保健対応連携を設計する際には今回の分析
から見えてきた知見を活かし、さらに良い研究
成果を生むために複数の研究を統合させてい
くなど、新たなアプローチが必要となるであろ
う。 
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図表 
図 1  受援力パンフレット 

 
図 2  妊産婦防災パンフレット 

 
図 3  P-HUG 資料 

 

 
図 4  避難所運営ツール①初期対応問診票
(妊婦) 

 
図 5  ②母子避難所入所者名簿 

 
図 6  ③避難所等母子保健アセスメント表 
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図 7  ④避難所入所者名札 

 
図 8  ⑤部屋割り表(妊婦) 

 
図 9  ⑥情報書(妊婦) 

 
図 10  ⑦リスク表(妊婦) 
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図 11  ⑧部屋割り表(母子) 

 
図 12  ⑨部屋割り表(きょうだい) 

 
図 13  ⑩情報書(母親) 

 
図 14  ⑪リスク表(母親) 
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図 15  ⑫情報書(乳児) 

 
図 16 啓発パンフレット「ママと赤ちゃんを
守るための防災ノート」 

 


